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特集　気象災害

我が国の鉄道は，積雪地域を走る線区が多数存在するため，雪害の克服が大きな課
題となっています。その中でも雪崩災害は直接大事故に結びつくものであり，鉄道
の安全・安定輸送のためには，雪崩危険斜面への防護工の施工や適切な沿線巡回な
ど，各種対策（ハード・ソフト対策）の実施が欠かせません。ここでは，その対策
の一つである雪崩検知方法（雪崩検知装置）について紹介します。
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ん。そのため，鉄道沿線の雪崩危険斜

面の多くは，様々な雪崩対策工（雪崩

止柵，雪崩擁壁，雪崩覆，雪崩防止林

など）が施工され，鉄道構造物の防護

や線路支障を軽減させる方法が取られ

ている他，雪崩検知装置によって雪崩

の発生をとらえ，列車を即時に抑止す

る方法が取られてきました。特に雪崩

検知装置は，防護工の施工が困難な箇

所では非常に有用な方法であり，重大

事故を未然に防ぐ上で重要な設備と

なっています。

　こうした背景を受けて，私たちのグ

ループでは，雪崩発生の危険性を定量

鉄道における雪崩災害
　鉄道開業以降，全国の多雪山間線区

において，列車の運行を阻害する多く

の雪崩が発生しています。近年におい

ても，豪雪時には雪崩が原因と考えら

れる運行障害が多数報告されており，

平成18年豪雪の際には，鉄道沿線に

おいて30件以上の運行障害が発生し

ています。

　こうした雪崩による被害を軽減する

ため，雪崩の発生予測に関する研究が

これまでにも行われてきましたが，依

然として，時間的・場所的に正確な雪

崩の発生予測技術は確立されていませ
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図1　雪崩の発生メカニズム（概念図）
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降雪による積雪荷重(せん断応力)の増加
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融雪によってもたらされるせん断強度の低下
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斜面上のある積雪層を考えた際、斜面積雪には斜面下
方へ移動しようとする力(駆動力)とそれを支えている力
(支持力)が作用しており，何らかの原因で駆動力が支持
力を上回った際に雪崩が発生します。
雪崩が発生するメカニズムとしては，一般的に以下の2
パターン【メカニズムⅠ，メカニズムⅡ】が考えられます。
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的に評価する方法（雪崩発生危険度の

算出方法）について研究を進めるとと

もに，鉄道への適用を踏まえた新たな

雪崩検知装置の開発に取り組んできま

した。ここでは，雪崩の発生を検知す

る方法を取り上げ，研究段階の成果も

含めて国内外でみられる雪崩の検知方

法を紹介するとともに，これまで日本

の鉄道で用いられてきた雪崩の検知方

法，および鉄道総研で開発した雪崩検

知方法について紹介します。

雪崩の種類と発生メカニズム
　雪崩の発生を検知するためには，雪

崩発生時の斜面積雪の挙動を把握する

ことが重要です。一般的に，斜面積雪

は斜面下方へ移動しようとする力（駆

動力）とそれを支えようとする力（支

持力）のつり合いによって成り立って

おり（図1），駆動力が支持力を上回っ

たときに雪崩が発生します。また雪

崩は，滑り面の位置によって表層雪

崩と全層雪崩の2種類に大別されます

（図2）。表層雪崩は，滑り面が積雪層

内にあり，滑り面より上部の積雪が崩

落する雪崩のことを指します。低温下

で多量の降雪が観測された直後に（駆

動力の増加に伴い）発生することが多

く，この場合は崩落する雪が乾いてい

るために雪崩によっては雪煙をあげな

がら流下するという特徴がみられます。

一方，全層雪崩は滑り面が積雪底面（地

表面との境界）に位置し，積雪全層が

崩落する雪崩のことを指します。全層

雪崩の多くは，気温の上昇に伴い，融

雪水や降雨が観測される融雪期にみら

れます。これは，積雪底面へ水が供給

されることより，積雪の支持力が低下

し，積雪の移動（グライド）が促進さ

れるためだと考えられます。なお，グ

ライドは積雪の状況や時期によってそ

の量は変化しますが，一冬通してみら

れる現象であり，全層雪崩発生前に急

増するという特徴がみられます。その

ため，全層雪崩発生前の斜面積雪には

クラック等の前兆現象がみられること

があります。

国内外でみられる雪崩検知方
法の紹介
　近年，雪崩の発生予測に関する研究

と並行して，雪崩検知に関する研究が積

極的に進められています。ここでは，研

究段階の成果も含めて，国内外でみられ

る雪崩の検知方法について紹介します。

（1）地震計方式

　雪崩により生じる地盤の振動を地震

計でとらえることにより，雪崩の発生

を検知する方法です。主に道路の雪崩

監視として，ノルウェーやアイスラン

ドなどで使用実績があります1）。

（2）マイクロホン方式

　超低周波マイクロホンを積雪内に埋

設し，雪崩によって発生する低周波を計

測することにより，雪崩の発生を検知す

る方法です。現在，スイスの研究機関を

中心として雪崩の発生場所や雪崩規模

の推定に向けた研究が行われています2）。

（3）画像認識方式

　斜面を見渡せる箇所にカメラを設置

し，画像の変化をとらえることにより，

雪崩の発生を検知する方法です。国内に

おいても雪崩の他，土石流や落石の検知

方式として採用された実績があります3）。

（4）ドップラーレーダー方式

　雪崩により生じる雪煙をドップラー

レーダーでとらえることにより，雪崩

の発生を検知する方法です（表層雪崩

が対象）。アラスカ鉄道では雪崩が頻

発する斜面にドップラーレーダーと地

震計を併設し，雪崩監視を行った実績

があります4）。

（5）グライドメーター方式

　斜面積雪の移動量をグライドメー

ターと呼ばれる計測器でとらえること

により，雪崩の発生を検知する方法で

す（全層雪崩が対象）。グライドメー

ターは，主に図3に示す歯車式（歯車

の回転量からグライド量を求める方

法）と，図4に示すそり式（積雪底面

にそりを設置し，その移動量からグラ

イド量を求める方法）の2種類に分類

図2　雪崩の種類（表層雪崩と全層雪崩）

図3　歯車式グライドメータによるグライド量の測定方法
（概念図）とセンサ部の写真

図4　そり式グライドメータによるグライド量の測定方法
（概念図）とセンサ部の写真
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されます5）。現在，鉄道総研をはじめ，

日本の研究機関を中心として，全層雪

崩発生の前兆であるグライド量の時間

変化をとらえる試みが行われています

（図5，6）。

日本の鉄道における雪崩の検
知方法
　日本の鉄道においては,鉄道省仙

台鉄道局によって開発された雪崩検

知（警報）装置が1922年2月に奥羽

本線赤岩・板谷駅間の6箇所（総延長

約200m）にはじめて設置されました。

この装置は，雪崩危険斜面の線路脇

に支柱を建て，そこに張られた電線

（検知線）が雪崩の通過によって切断

されることで雪崩を検知するものです

（図7）。開発当初の装置は雪崩によっ

て検知線が切断されると専用線によっ

て近傍の警戒番舎（固定警戒員が雪崩

の発生を監視するための小屋），およ

び発生箇所の両端の駅で電鈴が鳴る仕

組みでした6）。現在では，雪崩検知装

置が雪崩の発生を検知すると専用信号

（特殊信号発光機）が作動するととも

に近傍の駅へ通報され，駅関係者や運

転士が雪崩の発生を直接知ることがで

きるようになっています。

　ここで，装置開発時における雪崩検

知装置の5年間の成績（仙台鉄道局）を

まとめたものを表1に示します。装置

設置箇所において発生した雪崩に対し

て，雪崩検知装置が検知した雪崩の割

合は約70％（5年間の平均値）であり，

雪崩危険箇所に雪崩検知装置を設置す

ることは，雪崩災害を未然に防ぐ上で

非常に有用であることがわかります。

この成果を受けて，雪崩検知装置は全

国の雪崩危険箇所で使用されるように

なり，1962年度には全国で126箇所，

総延長15 .2kmにわたって設置されま

した7）。現在においてもハード対策が

難しい一部の線路において，同様の雪

崩検知装置が設置されています8）。

図5　グライド量観測斜面の一例（植生：裸地，平均傾斜：37°）

図6　グライド量観測データの一例
（観測機器：そり式グライドメータ）

図７　鉄道沿線の雪崩危険斜面に設置されている
雪崩検知装置（センサ部）

図8　振動センサを用いた雪崩検知装置とそのシステムの構成

表1　鉄道省仙台鉄道局での雪崩検知装置の成績
（1923年度～1927年度）

鉄道災害記事，鉄道省（1923年度～1927年度）に一部加筆

装置の設置箇
所数

雪崩の発生件
数 検知数 検知率

[箇所 ] [ 件 ] [ 件 ] [％ ]

1923 年度 97 16 14 88
1924 年度 89 54 29 54
1925 年度 104 40 20 50
1926 年度 75 46 35 76
1927 年度 74 72 60 83

統計値（5年間） 228 158 69
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一冬通してグライドが生じていることがわかります。また，雪崩の発生には至らなかったも
のの，斜面上にクラックが形成されてからは，グライド量が急増していることがわかります。

表示装置信号変換器検知ポール

振動センサ
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既存の雪崩検知装置の長所と
短所
　既存の雪崩検知装置の長所として，

システムが単純であり，電線を長く張

ることにより検知すべき延長を長くと

ることができる点が挙げられます。一

方で，雪の重さで検知線が切断される

恐れがあることや雪崩の規模によって

は検知線が切断されないこと等の弱点

があった他9），現場へ行かないと雪崩

の規模がわからない等の課題がありま

した。

振動センサーを利用した（鉄道
総研式）雪崩検知装置の開発
　鉄道総研では,上記の課題を解決す

るための一助として，振動センサー

を用いた新たな雪崩検知方法・装置

（図8）を開発しました10）。本検知方法

は，線路の脇に設置した検知ポールに

雪崩が当たることによって生じる振動

を小型振動センサー（検知ポール内蔵）

によってとらえ，雪崩の発生を検知す

るものです（図9，10）。本検知方法の

最大の特徴は，検知原理が単純である

ため，装置を簡単かつ安価に構成でき

ることです。また，小型の振動センサー

（直径9mm，高さ6mm）と軽量かつ

耐候性の良いFRP製のポールを使用

したことで，検知部（検知ポール）の

小型・軽量化を実現することができま

した。そのため，現場施工も従来の雪

崩検知装置に比べて容易になっていま

す。また，性能の面においても，雪崩

の発生を検知する機能に加えて，雪崩

規模に応じた警報出力機能を有してい

ることから，列車の運転抑止の他，現

地の線路除雪作業や点検作業の必要性

の有無を判断する際の情報として用い

ることができます。

おわりに
　鉄道沿線における雪崩の発生は小規

模でも重大事故につながる可能性があ

ります。そのため，鉄道沿線の雪崩危

険斜面には各種対策（ハード・ソフト

対策）が施されてきました。今回紹介

した雪崩検知装置もソフト対策の一つ

であり，雪崩対策工の施工が困難な場

所では非常に有用な手段となっていま

す。ただし，雪崩検知装置は雪崩の発

生そのものを抑止するものではないた

め，雪崩による被害を軽減させるため

には，沿線巡回等のソフト対策と併用

して活用することが求められます。

　上記に関係して，鉄道総研ではこれ

までに雪崩警備期間の設定方法11）に

ついても検討・提案を行っています

ので，そちらも併せてご参照下さい。

図9　小型振動センサの構造とパルス出力のイメージ

図10　鉄道総研式の雪崩検知装置を鉄道沿線に設置した場合のイメージ
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